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2017年度経常黒字 過去3番目の大きさ
海外子会社からの受取り配当額等が黒字を支える
 2017年度の「経常収支」の黒字額は過去3番目の高水準を記録。世界的な景気拡大を背景とする海
外子会社からの受取り配当額や「旅行収支」の増加等が黒字を支える。

 原油価格上昇等で「貿易収支」の悪化が懸念されるものの、海外子会社からの受取り配当額増等が
予想され、2018年度の「経常収支」黒字が大きく減少する可能性は小さいと判断。

（審査確認番号 2018-TＢ69）

 財務省が発表した2017年度の国際収支速報によると、日本が貿易や海外への投資等でどれだけ稼いだか
を示す「経常収支※」は前年度比3.4％増の21兆7,362億円の黒字となりました。2007年度の24兆3,376
億円をピークに、原油輸入増等による貿易赤字の拡大で2013年度に2兆3,929億円まで減少した黒字額は
その後は増加を続け、2017年度は過去3番目の水準を記録しています（図表1）。

 「貿易収支」は4兆5,818億円の黒字ですが、原油価格の上昇による輸入額の増加を背景に、前年度比
20.8％減少しています。日本企業の海外子会社からの受取り配当額等で構成される「第一次所得収支」は
19兆9,105億円の黒字で、2017年度の「経常収支」黒字額全体の92％を占めています。世界的な景気拡
大による海外子会社の好調な業績等を背景に、前年度比6.3％増加しています。2007年度の「経常収支」
黒字に占める「第一次所得収支」黒字額の比率は68％でした。日本企業は潤沢な資金や国内市場の成熟
化等を背景に海外展開を積極化させており、海外子会社からの受取り配当額等が「経常収支」の黒字を支
える構造がより鮮明化しています。旅行や輸送といった取引の収支を示す「サービス収支」は6,029億円
の赤字ですが、赤字額は過去最小となっています（図表1）。サービス収支の内、「旅行収支」は訪日観
光客数の増加（2017年度は前年度比約500万人増の約3,000万人）により、過去最大の黒字額（1兆
9,325億円）（図表2）となっています。

 中東情勢の不安定化等により原油価格は騰勢を強めています。同輸入額の増加等により2018年度の「貿
易収支」の黒字額が縮小することも考えられます。しかし、海外子会社からの受取り配当額等や旅行収支
黒字額の増加は続くものと見ており、「経常収支」の黒字額が大きく減少する可能性は小さいものと思わ
れます。

図表1：経常収支及びその内訳の推移
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出所）図表1は財務省、図表2は財務省とブルームバーグデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

図表2：旅行収支と訪日観光客数の推移
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※①輸出額から輸入額を引いた「貿易収支」、②親会社と子会社との間の配当・利子等の受取・支払額等の収支を
示す「第一次所得収支」や、官民の無償資金協力等の収支を示す「第二次所得収支」、③主に訪日観光客が日本で
使ったお金から日本の海外旅行者が外国で使ったお金を引いた「サービス収支」を合計した金額。
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【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、
特定の有価証券等の勧誘を目的とするものではありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではあり
ません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してください。

• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するも
のではありません。

• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
者および許諾者に帰属します。

• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーショ
ンであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しており
ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではな
いので、表示することができません。
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